
�愛媛県告示第１３５０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、松山市平井町地域に係る県営土地改良事業計画を変更したの

で、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、

次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成２８年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・茨谷下地区）変更計画

書の写し

２ 縦覧期間

平成２８年１２月１４日から平成２９年１月１８日まで

３ 縦覧場所

松山市役所本庁
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�愛媛県告示第１３５１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県四国中央保健所

及び四国中央市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供す

る。

平成２８年１２月１３日

愛媛県四国中央保健所長 早 田 亮

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ユニ・チャーム国光ノンウーヴン株式会社

四国中央市金生町下分１３０番地

代表取締役 櫻井 広昭

２ 事業場の名称及び所在地

ユニ・チャーム国光ノンウーヴン株式会社国光製造所

四国中央市川之江町８３４番地

３ 特定施設に関する事項

３号ウォータージェット

発 行 愛 媛 県
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告 示 特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第１９号ハ 原料浸せき
施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり３，３７０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 平成２９年１月１５日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２９年２月２８日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２９年３月１６日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ６

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６

最大 ０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，５００

最大 ２，８００

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 排水処理タンク

設 置 年 月 日 昭和５０年１１月 日
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処 理 施 設 の 種 類 製紙排水処理施設

処 理 施 設 の 型 式 凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 構 造 円筒型タンク

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
凝集沈殿そう（２そう）
直径１１．６メートル 深さ８．４メートル
直径１０．２メートル 深さ９．１４４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１６，４００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．５

最大 ４．０～６．５

通常 ７．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １８０

最大 ２３０

通常 ５５

最大 ７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５００

最大 ６００

通常 ６２

最大 ７５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １６

通常 ４

最大 ８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．５

最大 ３．０

通常 ０．８

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９，５００

最大 １０，０００

通常 ９，５００

最大 １０，０００

� 排水スクリュープレス

設 置 年 月 日 昭和５０年７月１日

処 理 施 設 の 種 類 製紙排水処理施設
スクリュープレス（３基）

処 理 施 設 の 型 式 加圧脱水方式

処 理 施 設 の 構 造 シリンダー

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径０．４メートル 容量４，０００リットル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり８～１４トン（絶乾）処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 加圧脱水方式

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０

最大 ６．０～８．０

通常 ７．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １８，０００

最大 ２２，０００

通常 １８０

最大 ２２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６１，３００

最大 ６６，２００

通常 ６１０

最大 ６６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６１０

最大 １，５１０

通常 ６

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１０

最大 ２８０

通常 １．１

最大 ２．８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６９

最大 ８２

通常 ５５

最大 ６４

備考 脱水後のろ液は排水処理タンクへ直送する。

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大

の値並びに汚水等の１日当たりの量

�１工場排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５５

最大 ７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６２

最大 ７５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，５００

最大 ９，０００

備考 この他に、雨水排水口が１８箇所、清水排水口が３箇所ある。

愛 媛 県 報平成２８年１２月１３日 第２８３３号

９６２



�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２８年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

水泳競技システム（競泳、競技処理コンピュータ）の購入

� 購入物品名及び数量

水泳競技システム（競泳、競技処理コンピュータ）一式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成２９年６月３０日（金）

� 納入場所

アクアパレットまつやま特設プール（松山市市坪西町５６３番

外 松山中央公園内）

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行っ

ていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行う

ことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６・２７・２８年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０－８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２－２１５６

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成２９年１月２５日（水）午前９時か

ら同月２６日（木）午前９時５９分まで

紙入札による場合は、平成２９年１月２６日（木）午前９時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２９年１月２６日（木）午前１０時

愛媛県総務部入札室 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２９年１月１７日（火）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行っ

たものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Swimming Timing Systems（Timing ＆ Result System），１

� Time limit of tender：９：５９a．m．，２６ January ２０１７

� For further informat ion，pleasecontact：Suppl ies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４‐４‐２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime ７９０‐８５７０ Japan

TEL０８９‐９１２‐２１５６

公 告

平成２８年１２月１３日 発行
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